
１．ふじみ野市将来構想 from 2018 to 2030 における位置づけ

２．施策指標と達成状況 ※網掛けの指標は前期重点プロジェクトに該当する指標です。

成果
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２

成果

指標
３

成果

指標
４

施策目標の実現
に向けた取組

（１）教育力の向上
〇小中連携協議会を定期的に行い、発達段階に応じた教育活動を推進します。
〇ICTなどを活用した「わかる授業」を展開し、学ぶ意欲と確かな学力を育む教育を推進します。また、外国語活
動及び英語の授業を通してコミュニケーション能力を育成するとともに、国際理解教育の推進を図ります。
〇栄養バランスのとれた魅力ある学校給食を目指し、献立などの工夫、改善に努めるとともに、食育を通して健全
な心身を育みます。
〇各種研修や学校訪問による専門的な指導助言を実施することで教員の資質と指導力の向上を図ります。
（２）相談体制の充実
〇一人ひとりに向き合った進路・教育の相談指導の充実を図ります。
（３）施設環境の充実
〇学びの環境整備として校舎の大規模改造工事を実施します。また、必要に応じて教育の施設及び設備の充実を図
ります。

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

目標値 87・82 88・83 89・84 90・85 91・86 92・87

実績値 実施なし 83.40 実施なし 79.99

成果

指標
５

成果

施
　
策
　
目
　
標

指標名 全国学力・学習状況調査児童生徒質問紙「学校に行くのが楽しい」と答えた児童生徒数の割合

説明
指標
１

全国学力・学習状況調査児童生徒質問紙調査における「学校に行くのが楽しい」と答えた児童生徒数の割合

単位 ％

年度 平成30年度 令和元年度

令和3年度　施策評価シート

施策
体系

分　野 09　教育 ～地域の絆で育む学びのまち～

施　策 37　小中学校　－確かな学力と自立する力を育成します－

関　連　課
教育総務課、学校給食課

目　　標

小中連携を推進し、児童生徒の交流機会の創出や体験活動などを通して、他人を思いやる心や規範意識、コミュニ
ケーション能力を向上させるとともに、一人ひとりに向き合ったきめ細やかな指導を充実します。また、施設の充
実や教員の資質と指導力の向上を図り、児童生徒の学習意欲を高めます。

主　管　課 教育部　学校教育課
評価責任者 山中　昇

評価日 令和4年4月26日

重点プロジェクト
次代を担う子どもを育むプロジェクト

指標名 埼玉県学力学習状況調査（学力が伸びた児童生徒数の割合）小学校6年国語

説明
埼玉県学力・学習状況調査の学力（国語）の伸びた児童の割合（小６・国語）

単位 ％

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

68.00 68.50 69.00 69.50

指標名 埼玉県学力学習状況調査（学力が伸びた児童生徒数の割合）小学校6年算数

説明
埼玉県学力・学習状況調査の学力（算数）の伸びた児童の割合（小6・算数）

単位 ％

70.00

実績値 65.70 76.10 89.19 72.80

目標値 67.50

説明
埼玉県学力・学習状況調査の学力（国語）の伸びた児童の割合（中3・国語）

単位 ％

年度 平成30年度 令和元年度

63.00

実績値 68.80 65.00 74.53 72.93

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

目標値 60.50 61.00 61.50 62.00

令和4年度 令和5年度

目標値 66.50 67.00 67.50 68.00 68.50

指標名 埼玉県学力学習状況調査（学力が伸びた児童生徒数の割合）中学校3年国語

年度 平成30年度 令和元年度

69.00

実績値 70.68 76.40 59.36 84.17

令和2年度 令和3年度

62.50

85.50

実績値 69.80 70.40 68.42 68.92

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

目標値 83.50

指標名 埼玉県学力学習状況調査（学力が伸びた児童生徒数の割合）中学校3年数学

説明
埼玉県学力・学習状況調査の学力（数学）の伸びた児童の割合（中3・数学）

単位 ％

年度 平成30年度 令和元年度

86.0084.00 84.50 85.00



３．施策への投入コスト （単位：千円）

４．評価対象年度の施策実施内容 ※網掛けの指標は前期重点プロジェクトに該当する取組です。

５．評価

全国学力・学習状況調査並びに県学力・学習状況調査の結果活用、各種研究委員会や研修会の実施により、「わか
る授業」に向けて教員の指導力向上を図った。今後も教員の資質向上に向けて取組を継続する。

指標の達成状況

おおむね順調

行政資源の活用

おおむね適切

取組の有効性

おおむね有効

施策の効果

効果が得られている

評価

収
入

特定財源 1,351,447 964,405 1,600,335 3,335,622

563,850 442,552 648,123 453,987

支
出

事務事業費 2,703,772 2,429,731 2,912,139 5,710,311

人件費 402,780

1,296,413

一般財源 1,916,175 1,907,878 1,959,927 2,828,676 1,955,112

令和5年度

2,848,745

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

実施内容 実施実績と効果 主な事務事業

取
組
①

学力調査結果の活
用

全国学力学習状況調査、埼玉県学力学習
状況調査の集計結果を分析し、校長会で
結果の活用方法について説明を行った。
また、学力を伸ばした児童生徒の割合の
高い教員の取組について、聞き取りを行
い、学級経営や学習指導について、効果
的な取組を広めた。

各校で集計結果の分析を行い、授業改善
に向けて校内研修等で効果的な指導方に
ついての研修を行った。

教育支援事業

取
組
②

各種研究委員会の
推進

教育課程研究委員会、体力向上推進委員
会、社会科副読本研究員会の運営を行っ
た。

各種研究委員会の研究成果を各校に広
め、教育課程の編成や指導力向上へ役立
てた。

教育支援事業

取
組
③

各種研修会の実施

教員の指導力向上に向けて、学校研究委
嘱、専門・個人・グループ研究等の研修
会を実施した。

各種研修会の成果を各校に広めること
で、教員の指導力向上を図ることができ
た。

教育支援事業

取
組
④

食育の推進

給食献立における地場産物の活用や、給
食時間の校内放送やお便りの配布、学校
給食センターへの施設見学の受け入れな
どを通して食育を推進した。

児童生徒の食に関する正しい知識と適切
な判断力を養うことができた。

なの花学校給食センター管理
運営事業
あおぞら学校給食センター管
理運営事業

取
組
⑤

学校施設等の整備

大規模改造工事については、西小学校の
3期目工事及びさぎの森小学校の１期目
工事を実施した。また、市内小中学校全
19校の体育館について空調設備を設置す
るとともにトイレの様式化や自家用発電
機の設置、床や屋根の改修工事を実施し
た。

安全・安心で快適な教育環境の向上を図
ることができた。

小学校施設管理事業
小学校大規模改造事業
中学校施設管理事業



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

2.50

0.00

0.50

2.50

88.83

0.00

3.00

重点プロジェクト

2,724 2,361 2,240

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

312,070 270,065 261,182

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

18,852

762 0 0

県支出金 0 0 0

その他 0 0 425

7,321

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

49,386 48,567 60,040

支出合計 312,832 270,065 261,607

1,856 2,246 6,100

0 0 0

17,696

石川　聖徳

0

73.35

0.50

令和3年度の
主な取組

・食物アレルギー等対応研修会、個人グループ研修会は新型コロナウイルス感染症対策のためオンライン
で実施した。
・希望研修会は新型コロナウイルス感染症対策のため中止した。
・生徒指導教育相談合同研修会は集合形式で実施した。
・知能検査及び入間東部班15中学校統一学力検査の実施した。
・新学習指導要領を反映した小学校3・4年生用社会科副読本「ふじみ野」を作成した。
・日本語適応指導員の配置（指導員７名、児童生徒数１７名）
・市委嘱研究校7校、540,000円

【支出】

183,491 22,400 22,400

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

各小中学校における教育活動の充実と活性化を目的とする。

事務事業の
経緯

大井町と上福岡市が合併した平成18年度から実施している。

人
件
費

128,236 121,608 137,996

0

事務事業の
概要

・学校教育充実のために教員対象の研修会や児童生徒の実態把握のための検査委託の実施
・ふじみ野市独自の副読本作成
・外国から来た児童生徒のための語学指導支援
・各学校が行う研究会充実のための補助
・特別支援教育の充実のための支援
・教科指導の充実を図るための講師や支援員の配意

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 教育支援事業
前年度の方向性

拡充

施策
体系

分野 09　教育 ～地域の絆で育む学びのまち～
施策 37　小中学校　－確かな学力と自立する力を育成します－

事務事業期間 平成18年～ 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

教育基本法、学校教育法等

予算費目 一般会計　10教育費　01教育総務費　03教育指導費
所管部課 教育部　学校教育課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

20,772

24,171 19,870 19,870

00159,320

2,5302,5300

人件費計

0 0 0

85,966 51,284 6,978

5,521 5,108事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

【埼玉県学力・学習状況調査】
1実施内容
（1対象　小学校4年生～中学校3年生
（2調査内容
  ①教科に関する調査
　　小4～小6：国語、算数　　中1：国語、数学　　中2～中3：国語、数学、英語
　②質問紙調査　学習に対する意識、生活の様子、規律ある態度等

2効果
　調査結果から、児童生徒の学力の伸ばした教員の取組みについて調査を行い、校長会等で周知を図るこ
とにより、授業改善に取り組むことができた。
　指標１及び指標２については、実績値が低下しているが、年度ごとの小学校６年生、中学校３年生の結
果を指標としているため、ばらつきがでているものと思われる。

【特別支援学級】
1実施内容
 市内各学校に特別支援学級を設置した。
 小学校13校（知的障害14学級、自閉・情緒障害12学級）
 中学校5校（知的障害6学級、自閉・情緒障害4学級）

2効果
 市内小中学校5校に、特別支援学級を5学級（知的障害4学級、自閉・情緒障害1学級）新設し、児童生徒
の障害の様子に応じたきめ細やかな支援体制が整えることができた。

指標名 埼玉県学力・学習状況調査における学力の伸び率（中3・数学）

単位 ％
年度 令和2年度

拡充

来年度の方向性

「埼玉県学力・学習状況調査」の学力の伸びた生徒の割合（中3・数学）
令和３年度「埼玉県学力・学習状況調査」の学力の伸びた生徒の割合（中3・国語　目標値61.5　実績値
72.93）

配慮を要する児童生徒の支援を行う。

目標値 86.00 86.00
実績値

令和4年度
目標値 44 46 48

指標名 少人数指導支援員、特別支援学級介助員の配置

単位

実績値 44 46

説明

68.92

説明

86.00
68.42

令和3年度 令和4年度

指標名 埼玉県学力・学習状況調査における学力の伸び率（小6・算数）

単位 ％
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 69.00 69.00 69.00
実績値 59.36 84.17

「埼玉県学力・学習状況調査」の学力の伸びた児童の割合（小6・算数）
令和３年度「埼玉県学力・学習状況調査」の学力の伸びた児童の割合（小6・国語　目標値68.5　実績値
72.8）説明

　指標１及び指標２について、実績値が低下しているという結果がでているため、学校指導訪問や、委嘱
研究の機会を活用し、教職員の指導力向上に努め、本市児童生徒全員が確かな学力を身につけられるよう
にする。
　地域の子供は地域で育てるという地域協働学校の理念に基づき、特別支援教育の支援の手立てを必要と
する児童生徒が一人でもいる場合は、児童生徒の障害の様子や保護者の要望等を考慮しながら、特別支援
学級を新設し、学区内にある学校へ通えることのできる環境を整備する必要がある。

人
年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

活動

指標

２

活動

指標

３

活動

中長期的方向性

拡充

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

1.00

0.50

0.00

1.20

10.86

0.00

1.50

重点プロジェクト

358 334 345

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

41,023 38,245 40,205

地方債 0 0 0

基金 0 0 5,782

0

0 0 0

県支出金 4,999 5,514 5,993

その他 0 0 86

0

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

10,673 10,486 11,419

支出合計 46,022 43,759 52,066

0 0 0

0 0 0

0

石川　聖徳

0

11.17

0.50

令和3年度の
主な取組

・学び育ちサポーター38名（各校2名）を小中学校各校に配置
・さわやか相談員6名を各中学校に配置
・市教育相談室に教育心理相談員4名、特別教育相談員1名、適応指導員1名を配置

【支出】

42,749 9,538 10,478

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

学校における生徒指導・教育相談体制・就学支援体制を整え、学習指導、生徒指導、教育相談の充実を図
る。

事務事業の
経緯

相談員は昭和61年度、生徒指導支援員は平成12年度、さわやか相談員は平成16年度、不登校対応支援員は
平成21年度から実施。教育相談室は、平成29年度より教育心理相談員1名、教育相談員4名、適応指導員1
名。平成30年度は教育心理相談員2名、教育相談員3名、適応指導員1名。令和元年度は教育心理相談員3
名、特別教育相談員1名、教育相談員1名、適応指導員1名。

人
件
費

23,022 23,610 24,229

0

事務事業の
概要

・生徒指導・教育相談に係る人材を学校や教育相談室に配置
・生徒指導・教育相談に係る環境整備等の充実

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 教育相談事業
前年度の方向性

拡充

施策
体系

分野 09　教育 ～地域の絆で育む学びのまち～
施策 37　小中学校　－確かな学力と自立する力を育成します－

事務事業期間 平成18年～ 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

教育基本法、学校教育法等

予算費目 一般会計　10教育費　01教育総務費　03教育指導費
所管部課 教育部　学校教育課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

0

12,086 9,538 7,948

0030,663

2,53000

人件費計

0 0 5,782

242 126 158

0 0事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

【各種支援員（市費会計年度任用職員）等の配置】
1実施内容
 生徒指導・教育相談上配慮を要する児童生徒に対し、支援をおこない、学校生活の適応や改善充実を
 図るために、各種支援員等を配置した。
 ・学び育ちサポーター38名
 ・さわやか相談員6名
 ・教育相談室（教育心理相談員4名、特別教育相談員1名、適応指導支援員1名）
　
2効果
　各学校、教育相談室において、不登校やいじめ、性格・行動に関する指導、相談業務にあたることが
できた。
　教育相談室によるＷＩＳＣ検査については、60件実施できた。（令和元年度71件、令和２年度54件）

指標名 不登校児童生徒発生率

単位 ％
年度 令和2年度

継続

来年度の方向性

教育相談体制の整備を進め、不登校児童生徒の解消に努めることで、文部科学省の水準を下回る。

目標値 1.00 0.00
実績値

令和4年度
目標値

指標名

単位

実績値

説明

1.66

説明

0.00
1.00

令和3年度 令和4年度

指標名 相談員、学び育ちサポーターの配置

単位 人
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 50 50 50
実績値 50 50

配慮を要する児童生徒の支援を行う。

説明

今年度、教育相談室においては、より専門性の高い、教育心理相談員を確保することができた。
教育相談室と学校で連携を図り、児童生徒の特性に応じた適切な指導を引き続き行うとともに、学び育ち
サポーターを適切に活用することで、不登校やいじめで苦しむ子を見逃さない体制づくりを行う。

年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

活動

指標

２

活動

指標

３

中長期的方向性

継続

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

2.00

0.00

0.00

2.00

0.00

0.00

2.00

重点プロジェクト

3,369 2,353 2,637

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

385,935 269,176 307,475

地方債 105,600 0 0

基金 0 0 0

179,342

595,767 95,333 0

県支出金 0 0 0

その他 0 0 0

74,394

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 15,372 16,386 16,843

479,217 93,413 81,100

支出合計 1,102,674 380,895 324,318

0 0 0

0 0 0

155,021

石川　聖徳

0

0.00

0.00

令和3年度の
主な取組

・市内全小中学校にＡＬＴ18名を配置した。
・文部科学省のＧＩＧＡスクール構想に伴い、1人1台のタブレット端末及び各校の高速大容量の通信ネッ
トワーク環境などを整備した。各学校では、ＩＣＴ機器を有効的に活用した授業改善に取り組むことがで
きた。

【支出】

16,114 15,896 15,896

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

国際理解教育を推進し、外国語による表現力及びコミュニケーション能力の育成を図る。
また、ＩＣＴを活用した情報教育の推進を図る。

事務事業の
経緯

大井町と上福岡市が合併した平成18年度から実施している。

人
件
費

0 0 0

0

次代を担う子どもを育むプロジェクト

事務事業の
概要

・小学校における外国語活動助手、中学校に英語指導助手の配置
・ＩＣＴ環境（コンピュータの整備及びデジタル教科書、書画カメラ、電子黒板等の活用、校務の電子化
による教員の校務の効率化）の整備

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 国際化・情報化教育推進事業
前年度の方向性

拡充

施策
体系

分野 09　教育 ～地域の絆で育む学びのまち～
施策 37　小中学校　－確かな学力と自立する力を育成します－

事務事業期間 平成18年～ 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

教育基本法、学校教育法等

予算費目 一般会計　10教育費　01教育総務費　03教育指導費
所管部課 教育部　学校教育課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

137,811

16,114 15,896 15,896

000

000

人件費計

0 10,164 0

5,676 13,878 15,117

446,646 68,202事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

【情報化の推進】
1　実施内容
（１）ＧＩＧＡスクール構想の実現に向け、ＩＣＴ環境の充実を図り、情報教育の推進を図っている。
・職員室用共用パソコン　19台
・職員用校務用パソコン　500台
・児童用タブレット端末　9,152台
・教師用タブレット端末　400台
（２）本市においては、コンピュータの整備と共にデジタル教科書、プロジェクター、書画カメラ等も整
備し、児童生徒にとって「わかる授業」を目指し、授業改善を行っている。

　
2　効果
(1)効果
ＩＣＴ機器の充実化を図ることにより、映像や音声などを豊富に使用したわかる授業を展開する教師の授
業改善を図ることができている。教職員においては、教材準備での活用、指導要録（児童生徒の記録）、
成績表などを電子化することにより、校務の効率化につながっている。

指標名 ＡＬＴの配置

単位 校
年度 令和2年度

継続

来年度の方向性

必要なＡＬＴの充足割合

目標値 19 19
実績値

令和4年度
目標値

指標名

単位

実績値

説明

19

説明

19
19

令和3年度 令和4年度

指標名 コンピュータの整備

単位 台
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 1,520 10,062 10,062
実績値 9,571 10,071

情報教育の推進と学力の向上

説明

今後も、児童生徒1人1人に個別最適化された教育を実施するため、ＩＣＴ機器を計画的に入れ替え、事業
を継続していく必要がある。

年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

活動

指標

２

活動

指標

３

中長期的方向性

継続

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

0.40

0.00

0.00

0.40

0.00

0.00

0.32

重点プロジェクト

116 125 124

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

13,260 14,340 14,485

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

0

603 468 339

県支出金 0 0 0

その他 0 0 0

0

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

11,145 11,491 11,501

支出合計 13,863 14,808 14,824

0 0 0

0 0 0

0

工藤　淳

0

0.00

0.00

令和3年度の
主な取組

　各小中学校教材・理科備品の整備を図った。小学校は電子てんびん・てこ実験器・顕微鏡など、中学校
は電源装置・顕微鏡などの最重点設備を重点的に整備した。

【支出】

2,579 3,180 3,180

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

教育環境の整備・充実を図るため、市立小・中学校を対象に、備品が老朽化することで教育活動に支障を
きたすことがないように、また、年度によって経費が偏ることがないように、計画的に備品を更新するこ
とを目的とする。

事務事業の
経緯

市立小・中学校の教材・理科備品については、旧市町においても実施されてきた事業であり、現在に至っ
ている。

人
件
費

0 0 0

0

事務事業の
概要

市立小・中学校の教材・理科備品（ミシン・発電器セットなど）の新規購入又は買い替えをすることによ
り教育環境の整備・充実を図る。

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 教材・理科備品整備事業
前年度の方向性

拡充

施策
体系

分野 09　教育 ～地域の絆で育む学びのまち～
施策 37　小中学校　－確かな学力と自立する力を育成します－

事務事業期間 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

学校教育法、学校教育設備整備費等補助金（理科教育等設備整備費補助）交付要綱

予算費目 一般会計　10教育費　01教育総務費　04教育振興費
所管部課 教育部　教育総務課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

0

2,579 3,180 3,180

000

000

人件費計

0 0 0

139 138 143

0 0事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

各校が希望する教材・理科備品を全て購入し、授業の充実を図ることが出来た。また、小学校は電子てん
びん・てこ実験器・顕微鏡など、中学校は電源装置・顕微鏡などの最重点設備を重点的に整備した。
しかしながら、各校の老朽化している理科備品の廃棄が購入よりも上回ったため、小学校は理科教育設備
整備充足率が減少した。
中学校は理科教育等整備基準額が減額されたことによって、理科教育設備整備充足率は増加した。
　

指標名 中学校理科教育設備整備充足率

単位 ％
年度 令和2年度

継続

来年度の方向性

学校種別及び規模に応じ定められている理科教育等整備基準額における備品の整備率を把握することによ
り継続的かつ公正な評価が可能となるため（令和３年度より理科教育等整備基準額が22,344千円から
21,525千円に減額）。

目標値 50.00 50.00
実績値

令和4年度
目標値

指標名

単位

実績値

説明

37.80

説明

50.00
36.60

令和3年度 令和4年度

指標名 小学校理科教育設備整備充足率

単位 ％
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 70.00 70.00 70.00
実績値 58.70 58.30

学校種別及び規模に応じ定められている理科教育等整備基準額における備品の整備率を把握することによ
り継続的かつ公正な評価が可能となるため。

説明

経年劣化している教材・理科備品もあるため、今後も継続して購入し、学校教育環境の充実を図る必要が
ある。
令和2年度より小学校の理科教育等整備基準額が10,341千円から11,630千円に増額され令和3年度も同額で
あったため、さらなる充実が求められているところである。
また、令和3年度より中学校の理科教育等整備基準額が22,344千円から21,525千円に減額されたが、整備
充足率としては低い数値となっているため、さらなる充実が必要である。

年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

成果

指標

２

成果

指標

３

中長期的方向性

継続

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

0.50

0.00

0.00

0.50

0.00

0.00

0.50

重点プロジェクト

298 293 249

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

34,170 33,557 29,050

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

0

0 0 0

県支出金 0 0 0

その他 0 0 0

13,471

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

0 0 0

支出合計 34,170 33,557 29,050

12,393 11,717 11,605

0 0 0

0

石川　聖徳

0

0.00

0.00

令和3年度の
主な取組

・富士見特別支援学校に通う児童生徒１０名の送迎を実施
・児童生徒１０名分について、就学に伴う負担金を富士見市と協議し、負担金の支払いを行った。

【支出】

4,029 3,974 3,974

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

障がいのある児童生徒のため富士見特別支援学校の特別支援教育を受ける機会を提供する。

事務事業の
経緯

大井町と上福岡市が合併した平成18年度から実施。

人
件
費

0 0 0

0

事務事業の
概要

・富士見特別支援学校へ通学しているふじみ野市在住の児童生徒を、集合場所及び自宅付近から富士見特
別支援学校へ送迎
・富士見特別支援学校における教育において、特別な支援（看護士、介助員）の充実を図るための財源補
助

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 富士見特別支援学校措置事務
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 09　教育 ～地域の絆で育む学びのまち～
施策 37　小中学校　－確かな学力と自立する力を育成します－

事務事業期間 平成18年～ 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

教育基本法、学校教育法等

予算費目 一般会計　10教育費　01教育総務費　04教育振興費
所管部課 教育部　学校教育課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

0

4,029 3,974 3,974

000

000

人件費計

0 0 0

0 0 0

17,749 17,866事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

1実施内容
 本市から富士見特別支援学校へ通う児童生徒が安全で、安心して通える環境をつくるためにバスによ
 る送迎を行っている。措置人数により、富士見市に対し、負担金を支出している。特別支援学校の児
 童生徒の安全に配慮し、個々のニーズに応じたバスの送迎を行う。なお、バスの送迎は、委託により
 実施している。
【令和３年度　バス利用人数】小学部１名、中学部３名、高等部６名　合計１０名

2効果
 保護者の負担を軽減し、児童生徒が安全・安心に学校へ通うことができている。
　
　

指標名

単位
年度 令和2年度

継続

来年度の方向性

目標値
実績値

令和4年度
目標値

指標名

単位

実績値

説明

説明

令和3年度 令和4年度

指標名 障がいのある児童生徒の支援事業

単位 人
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 13 10 10
実績値 12 10

富士見市特別支援学校に在籍する本市在住の児童生徒への支援（委託金、スクールバス等）
令和３年度は1名新入学。令和3年度は３名新入学予定。

説明

令和３年度バス利用児童生徒は１０名。利用する児童生徒数が減少しているため、2台で運行しているバ
スを令和４年度より1台にするよう検討していく。児童生徒の安全に配慮し、個々のニーズに応じたバス
の送迎が行われるよう業者への見届けを行う。

年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

活動

指標

２

指標

３

中長期的方向性

継続

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

0.50

0.00

0.00

0.50

0.00

0.00

0.50

重点プロジェクト

55 54 54

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

6,247 6,221 6,309

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

0

0 0 0

県支出金 0 0 0

その他 0 0 0

0

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

0 0 0

支出合計 6,247 6,221 6,309

2,218 2,247 2,335

0 0 0

0

石川　聖徳

0

0.00

0.00

令和3年度の
主な取組

新型コロナウイルス感染症の拡大防止に伴い、研究協議会の中止や縮小があったが、可能な範囲で各種研
究協議会等に参画し、共同での研修会の実施や単独市町村では解決できない課題の解決に向けた研究及び
協議を行い、教育の充実を図ることができた。

【支出】

4,029 3,974 3,974

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

埼玉県及び西部地区等の教科・領域等の研究協議会に参画することにより、広域での諸課題を解決するこ
とで、教育の充実を図る。

事務事業の
経緯

負担金は、以下の目的を達成するために、昭和23年の新教育制度が確立して以来、現在まで続いている。

人
件
費

0 0 0

0

事務事業の
概要

各種研究協議会等に参画し、共同での研修会の実施や単独市町村では解決できない課題の解決に向けた研
究及び協議を行う。

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 学校教育広域行政関連事務
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 09　教育 ～地域の絆で育む学びのまち～
施策 37　小中学校　－確かな学力と自立する力を育成します－

事務事業期間 昭和23年～ 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

予算費目 一般会計　10教育費　01教育総務費　04教育振興費
所管部課 教育部　学校教育課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

0

4,029 3,974 3,974

000

000

人件費計

0 0 0

0 0 0

0 0事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

新型コロナウイルス感染症感染拡大に伴い、各種研究協議会等の事業が実施できないものがあったが、実
施可能な範囲で各事業に参画し、共同での研修会等の実施や単独市町村では解決できない課題の解決に向
けた研究及び協議を行なった。その結果、教職員の資質向上や関係諸機関との連携、他市町村との情報共
有などふじみ野市の教育の充実を図ることができた。

指標名

単位
年度 令和2年度

継続

来年度の方向性

目標値
実績値

令和4年度
目標値

指標名

単位

実績値

説明

説明

令和3年度 令和4年度

指標名 埼玉県教育研究所連絡協議会負担金

単位 千円
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 2,242 2,282 2,282
実績値 2,224 2,249

効果的な教職員研修を実施するため。

説明

引き続き、各種研究協議会等に参画することで、市の教育の充実を図る。

年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

活動

指標

２

指標

３

中長期的方向性

継続

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

0.55

11.14

0.00

0.55

11.14

0.00

0.50

重点プロジェクト

1,626 1,808 1,920

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

186,244 206,837 223,873

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

1,762

39,547 13,162 0

県支出金 0 0 0

その他 73 73 78

43,450

0

使用料・手数料 26 30 34

分担金・負担金 0 0 0

56,771 39,814 34,570

支出合計 225,890 220,102 223,985

0 0 0

0 0 0

1,786

工藤　淳

0

11.14

0.00

令和3年度の
主な取組

学校市費事務員と定期的に連絡・調整を行い、各学校の事務の統一を図るとともに、学校教育環境の充実
のために各小学校の一般備品・図書などを整備し、また、学校警備他業務委託を実施した。
また、新型コロナウイルス感染拡大を受け、各学校の要望により、感染症対策及び学習支援の消耗品・備
品の整備に努めた。（令和3年度学校保健特別対策事業費補助金（感染症対策等の学校教育活動支援事
業）を活用）

【支出】

32,449 32,921 34,886

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

市立小学校13校を対象に、児童が安心して快適に生活できる教育環境を作るとともに、事務を効率的・効
果的に執行することを目的とする。

事務事業の
経緯

市立小学校の運営維持管理業務については、旧上福岡市及び旧大井町においても実施されてきた事業であ
り、現在に至っている。

人
件
費

20,110 19,871 21,267

0

事務事業の
概要

市立小学校13校の学校施設の巡回警備・機械警備、学校校務員業務、校舎･体育館の清掃、学校市費事務
員の配置、電子機器のリース等

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 小学校運営事業
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 09　教育 ～地域の絆で育む学びのまち～
施策 37　小中学校　－確かな学力と自立する力を育成します－

事務事業期間 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

学校教育法

予算費目 一般会計　10教育費　02小学校費　01学校管理費
所管部課 教育部　教育総務課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

2,047

4,029 4,372 4,372

30,51428,54928,420

000

人件費計

0 0 0

102,137 113,946 118,279

41,056 40,337事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

学校市費事務員と事務改善協議を行うことで、事務の簡略化に務めた。また、各小学校の一般備品・図書
等を購入することにより、老朽化した備品の入替、学校教育環境の充実を図ることができた。
委託業務においては、学校警備業務等で学校・児童等の安全を確保することができ、また、トイレ清掃・
ガラス清掃等を実施し、衛生環境を整えることができた。
また、新型コロナウイルス感染拡大を受け、各学校の要望により、感染症対策及び学習支援の消耗品・備
品の整備に努め、学校再開の継続的な支援を行うことが出来た。（令和3年度学校保健特別対策事業費補
助金（感染症対策等の学校教育活動支援事業）を活用）

指標名 小学校校務等業務

単位 校
年度 令和2年度

継続

来年度の方向性

事業目的を実現する手段として、積算した予算上の委託校及び委託金額を目標とし、活動の結果を評価す
るため。

事業目的を実現する手段として、積算した予算上の委託校及び委託金額を目標とし、活動の結果を評価す
るため。

目標値 13 13
実績値

令和4年度
目標値 13 13 13

指標名 校舎･体育館清掃業務

単位

実績値 13 13

説明

13

説明

13
13

令和3年度 令和4年度

指標名 小学校警備委託

単位 校
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 13 13 13
実績値 13 13

事業目的を実現する手段として、積算した予算上の委託校及び委託金額を目標とし、活動の結果を評価す
るため。

説明

本事業は、児童が安心して快適に生活できる教育環境の整備に欠かせない事業であり、今後も継続して実
施する必要がある。
また、令和4年度は、引き続き各学校の新型コロナウイルス感染症対策（保健衛生用品等）を行う必要が
ある。

校
年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

活動

指標

２

活動

指標

３

活動

中長期的方向性

継続

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

0.50

0.00

0.00

0.50

0.00

0.00

0.54

重点プロジェクト

838 3,326 964

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

96,050 380,417 112,412

地方債 70,100 1,385,800 0

基金 13,716 37,716 15,130

25,205

237 0 0

県支出金 0 0 0

その他 0 0 0

33,045

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

5,919 1,954 1,684

支出合計 180,103 1,803,933 127,542

0 0 25

0 0 0

25,205

工藤　淳

0

0.00

0.00

令和3年度の
主な取組

小学校施設修繕　依頼件数　291件　実施・手配済件数　286件
令和4年3月22日現在

【支出】

4,351 3,974 3,974

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

義務教育施設として求められる施設環境の整備・充実・安全性の確保及び維持管理を図るため、小学校施
設の計画的な整備、不具合等への対応及び維持管理を目的とする。

事務事業の
経緯

義務教育施設として、市内の学齢児童を就学させるために必要な小学校施設を設置し、整備を行ってき
た。

人
件
費

0 0 0

0

事務事業の
概要

①施設の計画的な整備のための施設整備計画の検討、立案及び事業実施
②適切な維持管理のために必要な保守点検の実施
③施設の不具合を改善するための修繕事業

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 小学校施設管理事業
前年度の方向性

拡充

施策
体系

分野 09　教育 ～地域の絆で育む学びのまち～
施策 37　小中学校　－確かな学力と自立する力を育成します－

事務事業期間 昭和22年度～ 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

学校教育法、学校保健安全法

予算費目 一般会計　10教育費　02小学校費　01学校管理費
所管部課 教育部　教育総務課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

32,977

4,351 3,974 3,974

000

000

人件費計

18,675 1,668,685 25,776

30,112 28,719 30,061

95,840 75,396事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

各学校からの施設修繕依頼に対して迅速に対応した。修繕依頼件数291件に対し、286件対応した。また、
未対応6件については、令和4年度以降の予算で対応調整を図る。

指標名

単位
年度 令和2年度

継続

来年度の方向性

目標値
実績値

令和4年度
目標値

指標名

単位

実績値

説明

説明

令和3年度 令和4年度

指標名 修繕業務実施率

単位 ％
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 95 95 95
実績値 97 98

学校施設において発生した学校では対応できない不具合等に対して、対応ができた状況を数値化すること
により、事業の活動状況を評価する。

説明

中期計画に基づき大規模改造事業とは別に施設の老朽化の進行により、日常的な修繕業務及び緊急対応が
必要な業務が毎年発生しているため。

年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

活動

指標

２

指標

３

中長期的方向性

継続

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

0.15

0.00

0.00

0.30

0.00

0.00

0.34

重点プロジェクト

112 908 10

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

12,831 103,914 1,193

地方債 177,900 784,800 521,900

基金 42,510 133,473 163,924

0

0 0 0

県支出金 0 0 0

その他 0 0 0

17,059

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

0 0 0

支出合計 233,241 1,022,187 687,017

0 0 0

0 0 0

0

工藤　淳

0

0.00

0.00

令和3年度の
主な取組

・西小学校校舎大規模改造工事の第3期工事を行った。
・さぎの森小学校校舎大規模改造工事の第1期工事を行った。

【支出】

2,740 2,385 1,193

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

老朽化した学校施設について、内外装・設備の改修及び新しい教育内容に適した改造等を行うことによ
り、安全で快適な学校施設環境整備を図る。また、学校施設の地域開放を推進するために必要な整備を図
る。

事務事業の
経緯

本市の学校施設は、人口増加により多くの施設が昭和40年代から50年代にかけて建設されたが、耐震化事
業を優先して推進するため、大規模改造事業を一時中断してきた。現在、大規模改造未対応施設の老朽化
が進行しており、耐震化事業の完了見込みに併せて、優先度の高い施設から事業実施を進める計画であ
る。

人
件
費

0 0 0

0

次代を担う子どもを育むプロジェクト

事務事業の
概要

・大規模改造工事の設計業務及び工事の実施を行う。
・関係課と調整を計り、地域開放を推進するための整備を図る。

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 小学校大規模改造事業
前年度の方向性

拡充

施策
体系

分野 09　教育 ～地域の絆で育む学びのまち～
施策 37　小中学校　－確かな学力と自立する力を育成します－

事務事業期間 平成22年度～ 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

学校教育法、学校保健安全法

予算費目 一般会計　10教育費　02小学校費　01学校管理費
所管部課 教育部　教育総務課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

0

2,740 2,385 1,193

000

000

人件費計

226,000 989,985 668,765

0 0 0

4,501 29,817事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

令和3年度は、さぎの森小学校校舎（1期工事）、西小学校校舎（3期工事）を実施した。

【実施内容】

1．さぎの森小学校校舎（1期工事）

・外部改修(屋上防水改修、外壁改修など)
・内部改修(床、壁、天井、造作家具など)
・電気設備改修
・機械設備改修
・バリアフリー改修

2．西小学校校舎（3期工事）

・外部改修(屋上防水改修、外壁改修など)
・内部改修(床、壁、天井、造作家具など)
・電気設備改修
・機械設備改修
・バリアフリー改修

【効果】

良好で快適な学習環境、及び安全安心な学校施設を確保することができる。

指標名

単位
年度 令和2年度

継続

来年度の方向性

目標値
実績値

令和4年度
目標値

指標名

単位

実績値

説明

説明

令和3年度 令和4年度

指標名 小学校大規模改修率

単位 ％
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 85 92 98
実績値 81 92

改修した学校面積を積み上げて数値化しているので、事業の実施状況が明確になる。

説明

老朽化した学校施設の現状に対して、安全で快適な施設整備を望む市民ニーズは高い。また、事業手法と
しては大規模改造事業として推進することが効果が高く、財政面でも有利である。

年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

活動

指標

２

指標

３

中長期的方向性

継続

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

0.55

5.14

0.00

0.55

5.14

0.00

0.50

重点プロジェクト

865 952 1,081

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

99,148 108,885 126,052

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

1,065

17,255 7,762 0

県支出金 0 0 0

その他 33 34 36

19,327

0

使用料・手数料 30 36 42

分担金・負担金 0 0 0

27,641 23,158 21,947

支出合計 116,466 116,717 126,130

0 300 0

0 0 0

1,070

工藤　淳

0

5.14

0.00

令和3年度の
主な取組

学校市費事務員と定期的に連絡・調整を行い、各学校の事務の統一を図るとともに、学校教育環境の充実
のために各中学校の一般備品・図書などを整備し、また、学校警備他業務委託を実施した。
また、新型コロナウイルス感染拡大を受け、各学校の要望により、感染症対策及び学習支援の消耗品・備
品の整備に努め、学校再開の継続的な支援を行うことが出来た。（令和3年度学校保健特別対策事業費補
助金（感染症対策等の学校教育活動支援事業）を活用）

【支出】

16,734 17,547 18,392

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

市立中学校を対象に、児童が安心して快適に生活できる教育環境を作るとともに、事務を効率的・効果的
に執行することを目的とする。

事務事業の
経緯

市立中学校の運営維持管理業務については、旧上福岡及び旧大井町においても実施されてきた事業であ
り、現在に至っている。

人
件
費

9,036 9,199 9,816

0

事務事業の
概要

各中学校の市費事務員雇用、学校用消耗品・備品の購入、学校施設の巡回警備・機械警備、学校校務員業
務、校舎・体育館の清掃、電子機器のリースなど。

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 中学校運営事業
前年度の方向性

拡充

施策
体系

分野 09　教育 ～地域の絆で育む学びのまち～
施策 37　小中学校　－確かな学力と自立する力を育成します－

事務事業期間 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

学校教育法

予算費目 一般会計　10教育費　03中学校費　01学校管理費
所管部課 教育部　教育総務課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

1,387

4,029 4,372 4,372

14,02013,17512,705

000

人件費計

0 0 0

56,411 60,579 69,281

18,280 18,045事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

学校市費事務員と事務改善協議を行うことで、事務の簡略化に務めた。また、各中学校の一般備品・図書
等を購入することにより、老朽化した備品の入替、学校教育環境の充実を図ることができた。
委託業務においては、学校警備業務等で学校・児童等の安全を確保することができ、また、トイレ清掃・
ガラス清掃等を実施し、衛生環境を整えることができた。
また、新型コロナウイルス感染拡大を受け、各学校の要望により、感染症対策及び学習支援の消耗品・備
品の整備に努め、学校再開の継続的な支援を行うことが出来た。（令和3年度学校保健特別対策事業費補
助金（感染症対策等の学校教育活動支援事業）を活用）

指標名 中学校校務員等業務

単位 校
年度 令和2年度

継続

来年度の方向性

事業目的を実現する手段として、積算した予算上の委託校及び委託金額を目標とし、活動の結果を評価す
るため。

事業目的を実現する手段として、積算した予算上の委託校及び委託金額を目標とし、活動の結果を評価す
るため。

目標値 6 6
実績値

令和4年度
目標値 6 6 6

指標名 中学校警備委託

単位

実績値 6 6

説明

6

説明

6
6

令和3年度 令和4年度

指標名 中学校市費事務員

単位 人
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 6 6 6
実績値 6 6

事業目的を実現する手段として、積算した予算上の配置人数及び金額を目標とし、活動の結果を評価する
ため。

説明

本事業は、児童が安心して快適に生活できる教育環境の整備に欠かせない事業であり、今後も継続して実
施する必要がある。
また、令和4年度は、引き続き各学校の新型コロナウイルス感染症対策（保健衛生用品等）を行う必要が
ある。

校
年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

活動

指標

２

活動

指標

３

活動

中長期的方向性

継続

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

0.50

0.00

0.00

0.50

0.00

0.00

0.54

重点プロジェクト

377 1,604 471

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

43,161 183,450 54,893

地方債 58,300 821,700 0

基金 7,600 0 1,743

3,267

195 0 0

県支出金 0 0 0

その他 0 0 0

17,558

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

2,761 871 884

支出合計 109,256 1,005,150 56,636

0 0 0

0 0 0

3,267

工藤　淳

0

0.00

0.00

令和3年度の
主な取組

中学校施設修繕　依頼件数　150件　実施・手配済件数　148件
令和4年3月22日現在

【支出】

4,351 3,974 3,974

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

義務教育施設として求められる施設環境の整備・充実・安全性の確保及び維持管理を図るため、中学校施
設の計画的な整備、不具合等への対応及び維持管理を目的とする。

事務事業の
経緯

義務教育施設として、市内の学齢生徒を就学させるために必要な中学校施設を設置し、整備を行ってき
た。

人
件
費

0 0 0

0

事務事業の
概要

①施設の計画的な整備のための施設整備計画の検討、立案及び事業実施
②適切な維持管理のために必要な保守点検の実施
③施設の不具合を改善するための修繕事業

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 中学校施設管理事業
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 09　教育 ～地域の絆で育む学びのまち～
施策 37　小中学校　－確かな学力と自立する力を育成します－

事務事業期間 昭和22年度～ 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

学校教育法、学校保健安全法

予算費目 一般会計　10教育費　03中学校費　01学校管理費
所管部課 教育部　教育総務課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

3,268

4,351 3,974 3,974

000

000

人件費計

27,930 935,603 0

15,208 18,061 30,952

55,739 43,373事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

各学校からの施設修繕依頼に対して迅速に対応した。修繕依頼件数150件に対し、148件対応した。また、
未対応2件については、令和4年度以降の予算で対応調整を図る。

指標名

単位
年度 令和2年度

継続

来年度の方向性

目標値
実績値

令和4年度
目標値

指標名

単位

実績値

説明

説明

令和3年度 令和4年度

指標名 修繕業務実施率

単位 ％
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 95 95 95
実績値 98 98

学校施設において発生した学校では対応できない不具合等に対して、対応を行った状況を数値化すること
により、事業の活動状況を評価する。

説明

中期計画に基づき大規模改造事業とは別に施設の老朽化の進行により、日常的な修繕業務及び緊急対応が
必要な業務が毎年発生しているため。

年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

活動

指標

２

指標

３

中長期的方向性

継続

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

0.15

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

重点プロジェクト

0 0 10

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

0 0 1,193

地方債 0 0 31,600

基金 0 0 9,269

0

0 0 0

県支出金 0 0 0

その他 0 0 0

40,869

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

0 0 0

支出合計 0 0 42,062

0 0 0

0 0 0

0

工藤　淳

0

0.00

0.00

令和3年度の
主な取組

令和3年度は実施事業なし。

【支出】

0 0 1,193

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

老朽化した学校施設について、内外装・設備の改修及び新しい教育内容に適した改造等を行うことによ
り、安全で快適な学校施設環境整備を図る。また、学校施設の地域開放を推進するために必要な整備を図
る。

事務事業の
経緯

本市の学校施設は、人口増加により多くの施設が昭和40年代から50年代にかけて建設されたが、耐震化事
業を優先して推進するため、大規模改造事業を一時中断してきた。現在、大規模改造工事未対応施設の老
朽化が進行しており、耐震化事業の完了見込みに併せて、優先度の高い施設から事業実施を進める計画で
ある。

人
件
費

0 0 0

0

次代を担う子どもを育むプロジェクト

事務事業の
概要

・大規模改造工事設計業務委託を工事の前年度までに実施し、大規模改造工事を計画的に行う。
・関係課と調整して地域開放を推進するための整備を図る。

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 中学校大規模改造事業
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 09　教育 ～地域の絆で育む学びのまち～
施策 37　小中学校　－確かな学力と自立する力を育成します－

事務事業期間 平成23年度～ 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

学校教育法、学校保健安全法

予算費目 一般会計　10教育費　03中学校費　01学校管理費
所管部課 教育部　教育総務課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

0

0 0 1,193

000

000

人件費計

0 0 0

0 0 0

0 0事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

指標名

単位
年度 令和2年度

拡充

来年度の方向性

目標値
実績値

令和4年度
目標値

指標名

単位

実績値

説明

説明

令和3年度 令和4年度

指標名 中学校大規模改修率

単位 ％
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 0 0 0
実績値 0 0

事業の実施状況が明確になる。

説明

年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

活動

指標

２

指標

３

中長期的方向性

拡充

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

1.50

0.55

0.00

1.50

0.54

0.00

1.50

重点プロジェクト

519 566 597

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

59,473 64,765 69,581

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

0

3,625 0 0

県支出金 0 0 0

その他 76 72 72

10,913

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 3,681 3,674 3,702

11,374 14,149 15,480

支出合計 66,855 68,511 73,355

8,427 8,522 8,644

0 0 0

0

石川　聖徳

0

0.55

0.00

令和3年度の
主な取組

新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策を講じた上で、児童生徒を対象に健康診断及び就学時健康診断
を実施し、児童生徒の健全な育成を図った。また、教職員についても健康な状態で教育活動に専念できる
ように健康診断を実施した。

【支出】

13,268 11,922 11,922

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

児童・生徒及び教職員等の健康の保持増進を図る。児童生徒を対象に、学校保健安全法に定められた健康
診断・就学時健診等を実施し児童生徒の健全な育成を図る。また、教職員についても同法の規定により定
期健康診断を実施する。併せて安全な環境の下教育活動を行うため環境衛生検査を実施する。

事務事業の
経緯

児童・生徒が健康な状態で学校生活が送れるように、また、教職員が健康な状態で教育活動に専念できる
ようにとの趣旨から昭和33年に学校保健法等が施行された。

人
件
費

20,427 20,463 20,567

0

事務事業の
概要

就学時健康診断の実施、健康診断の支援、学校医との連絡調整、日本スポーツ振興センター等の保険の手
続き、環境衛生検査等を学校保健安全法に基づき実施する。

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 健康管理事業
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 09　教育 ～地域の絆で育む学びのまち～
施策 37　小中学校　－確かな学力と自立する力を育成します－

事務事業期間 昭和33年～ 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

学校保健安全法

予算費目 一般会計　10教育費　05保健体育費　01保健体育総務費
所管部課 教育部　学校教育課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

0

12,086 11,922 11,922

001,182

000

人件費計

0 0 0

4,955 3,287 5,829

9,585 10,168事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

■教職員ストレスチェック
　教職員を対象にストレスチェックを実施。ストレスの傾向や職場環境を客観的に把握することができ
た。また、管理職が職員のメンタルヘルス不調の未然防止を考えるきっかけづくりになった。

指標名 就学時健康診断を実施した児童の割合

単位 ％
年度 令和2年度

継続

来年度の方向性

法に基づき実施しているため

教職員の適切な健康管理のため

目標値 100 100
実績値

令和4年度
目標値 100 100 100

指標名 教職員の健康診断受診率（人間ドック受検者含む）

単位

実績値 100 100

説明

100

説明

100
100

令和3年度 令和4年度

指標名 健康診断を実施した児童生徒の割合

単位 ％
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 100 100 100
実績値 100 100

法に基づき実施しているため

説明

学校保健安全法において、義務付けられている事務のため、今後も継続的に実施を要する。

％
年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

活動

指標

２

活動

指標

３

活動

中長期的方向性

継続

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

5.00

21.39

0.00

5.00

22.48

0.00

5.00

重点プロジェクト

875 840 914

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

100,232 96,078 106,613

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

1,908

85 0 0

県支出金 0 0 0

その他 420 0 207

2,086

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

13,392 12,771 17,868

支出合計 100,737 96,078 106,820

31 31 31

0 0 0

1,919

桑子　恵美

0

21.40

0.00

令和3年度の
主な取組

新型コロナウイルス感染症拡大により、2学期は8月27日から31日の3日間が臨時休業となった後
、中学校は8月3日から10日まで、小学校は8月3日から24日まで、1日おきの分散登校となった。
このことにより、給食費の月額を喫食回数に合わせてそれぞれ減額した。

【支出】

89,438 82,805 39,740

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

学校給食法で定められた学校給食の目標に基づき、児童・生徒に安全で良質な給食を提供する。
また、同法第11条第2項に基づき、保護者から徴収する学校給食費の管理を行う。

事務事業の
経緯

学校給食の運営のうち管理的業務を行っている。合併後の平成19年4月に学校給食課が組織化され両セン
ターの管理的業務を統括したが、平成21年4月に学校教育課に統合された。平成23年4月には給食費徴収業
務の強化と上福岡学校給食センター建替準備のため学校給食課が再度組織化され現在に至っている。

人
件
費

40,291 37,007 40,775

0

事務事業の
概要

①給食費の徴収：給食の食材にかかる給食費を原則として口座振替により徴収し、未納者に対しては、納
付の催促を行う。
②給食物資の購入：毎月入札及び見本審査の実施により、給食に必要な食材の調達を行う。
③学校給食センター運営審議会：給食実施の運営方針、給食費の徴収計画、給食費の額等を定めることを
目的とした教育委員会の諮問機関として設置され、必要の都度開催する。
④学校給食における食物アレルギー対応に関する方針を定める。
⑤その他給食の運営に必要な事項（配膳業務、食材放射能検査、箸箱販売等）の管理を行う。

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 学校給食事務
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 09　教育 ～地域の絆で育む学びのまち～
施策 37　小中学校　－確かな学力と自立する力を育成します－

事務事業期間 昭和39年度～ 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

学校給食法、学校給食衛生管理基準、ふじみ野市学校給食センター設置条例　ほか

予算費目 一般会計　10教育費　05保健体育費　02学校給食費
所管部課 教育部　学校給食課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

1,938

40,285 39,740 39,740

043,06549,153

000

人件費計

0 0 0

3,988 3,592 4,382

832 1,030事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

１学校給食費の徴収率向上に向けた取組
①コンビニ対応の納付書交付
　平成30年度に学校給食費システムを入れ替え、支払いに時間帯を選ばないコンビニ収納対応の納付書の
交付を可能としたことで、納付者の利便性が向上されたとともに、未納者へ納付を誘導しやすい状況と
なった。（収納実績1,193件）
②スマートフォンアプリによる支払いへの対応
　学校給食費は口座振替による支払いを原則としている。
しかし、近年は口座を持たない、またはスマートフォンアプリによる支払いを好む保護者も出てきている
ため、平成30年度から対応を開始している。（収納実績168件）
③自動電話催告システムの活用
　督促が到着した翌週中に同システムを利用することで、納付書再発行の依頼や納付相談に結び付き、そ
の後のコンビニ収納が増えるという傾向に着目し、システムの特性を生かした活用を行った。（利用実績
735件）
④臨宅訪問
　日中連絡がとれない未納者を対象にした定期的な夜間訪問により、納付相談や児童手当充当の同意、就
学援助申請の案内につなげることができた。（訪問実績51件）
⑤催告書返戻分の転出先や相続人調査の実施
催告書返戻分48件の転送先や相続人調査を行い、催告書の再送や債権放棄のための資料とした。

２食物アレルギー対応
　令和元年度から拡大・拡充した食物アレルギー対応食（卵乳除去食）を継承し、学校とともに安全・安
心な給食の提供に努めた。県マニュアルの改正に伴い、市マニュアルも改正を行った。

指標名 学校給食費徴収率（現年度分）

単位 ％
年度 令和2年度

継続

来年度の方向性

保護者負担の公平性を保つ施策の指標として、学校給食費の徴収予定額に対する実際の徴収額の割合を示
した数値。
令和3年度学校給食費徴収計画の数値と合わせるため、令和3年度の目標値を99.75から99.74へ変更する。

電話催告や訪問等による未納対策を講じた結果、滞納繰越分の学校給食費の調定額に対する実際の徴収額
の割合を示した数値。

目標値 99.74 99.74
実績値

令和4年度
目標値 0.00 14.00 14.10

指標名 学校給食費徴収率（滞納繰越分）

単位

実績値 16.25 16.21

説明

99.78

説明

99.75
99.76

令和3年度 令和4年度

指標名 未納者世帯の訪問件数

単位 件
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 60 60 60
実績値 53 51

学校給食費の未納者世帯を対象に訪問して徴収する。必要に応じて児童手当充当や就学援助制度等を案内
する。数値としては令和２年度から減少したが、毎月の夜間訪問は定例化され、滞納繰越分の徴収実績に
反映されている。（滞納繰越分徴収率　16.21％）説明

学校給食費の保護者負担の公平性を保つためにも未納が少額のうちに電話や訪問により納付相談に応じて
収納につなげていく。支払いが困難な場合は、就学援助や生活保護の制度を案内する。コンビニ納付やス
マートフォンアプリを活用した収納サービスが可能となったことで納付の利便性は向上しているので収納
率向上の期待ができる。
年々対象者が増加している食物アレルギーへの対応については、令和元年度に拡充・拡大した対応食（卵
乳除去食）を中心に、安全面を最優先にした上で継続していく。学校現場での誤配や誤食を防止するよ
う、学校職員にも説明を行ったり、保護者との面談に参加したり、学校と一体となって取り組んでいく必
要がある。

％
年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

活動

指標

２

成果

指標

３

成果

中長期的方向性

継続

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

2.00

0.30

1.00

2.00

0.92

1.00

1.00

重点プロジェクト

2,335 4,702 2,450

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

267,498 537,857 285,678

地方債 0 0 0

基金 23,787 23,824 23,861

85

11,941 0 0

県支出金 0 0 0

その他 478 0 120

220,828

0

使用料・手数料 0 0 429

分担金・負担金 214,758 0 265,572

24,970 24,507 25,482

支出合計 518,462 561,681 575,660

0 0 0

0 0 0

85

桑子　恵美

0

0.86

1.00

令和3年度の
主な取組

①令和3年度は、新型コロナウイルス感染症対策として8月及び9月2日まで給食は中止、その後、第2週よ
り分散登校となり、９月最終週に通常給食となる。
②新型コロナウイルス感染症対策として、施設見学等の受け入れは、「ふじみ野市学校給食センター施設
見学等受入ガイドライン」を作成し、感染の落ち着いた11月より、受入れを開始した。
③令和2年6月から電力供給会社を変更したことで利用料金が下がり、経費削減につながった。

【支出】

15,898 21,574 20,956

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

学校給食法に基づき、児童・生徒及び学校関係者に対し、安全・安心かつ栄養バランスを考慮した良質な
学校給食を提供する。

事務事業の
経緯

旧上福岡学校給食センターの老朽化と学校給食提供数の増加に対応するため、建て替えをＰＦＩ手法で進
め、平成28年3月25日になの花学校給食センターを開設した。施設は、学校給食衛生管理基準に適合し、
専用調理室において近年増加している食物アレルギー対応食の調理が可能となっている。

人
件
費

1,907 626 2,370

0

事務事業の
概要

なの花学校給食センターは、民間活力を活用したＰＦＩ手法により、給食センターを運営している。受配
校は市内小学校7校、中学校3校に加え、専用調理室において調理した食物アレルギー対応食を対象者のい
る市内全小中学校へ提供している。また、地場産農産物を給食へ活用したり、栄養士・調理員が学校を訪
問し、食に対する指導を行ったり、見学コースを使用したＰＴＡの試食会や授業を開催し、食育の推進を
図っている。

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 なの花学校給食センター管理運営事業
前年度の方向性

拡充

施策
体系

分野 09　教育 ～地域の絆で育む学びのまち～
施策 37　小中学校　－確かな学力と自立する力を育成します－

事務事業期間 平成28年～ 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

学校給食法、学校給食衛生管理基準、ふじみ野市学校給食センター設置条例　ほか

予算費目 一般会計　10教育費　05保健体育費　02学校給食費
所管部課 教育部　学校給食課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

87

8,057 15,896 15,896

06182,540

5,0605,0605,301

人件費計

0 0 0

256,057 292,905 305,937

222,085 222,602事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

①安全・安心で栄養バランスを考慮した給食の提供。
給食献立の検討を行い、安全でおいしい学校給食を提供した。
年間給食提供数922,888食、年間提供日数185日
②市内全小・中学校へのアレルギー対応食（卵乳除去食）を小学校11校30名の児童生徒に提供を行った。
　卵乳のみ　17名、他のアレルゲン有　13名　　　（年間提供食数5,356食）
③食育の推進。通常であればテラス給食や栄養士及び調理員による学校訪問を実施しているが、新型コロ
ナウイルス感染症対策のため、年間を通じて見合わせた。
④防災訓練時に、災害用トイレと釜戸ベンチの設置訓練の実施。
⑤運営事業者と維持管理・運営業務について協議会を毎月開催した。また、適正に履行されているかを評
価するモニタリングを実施した。協議会12回開催。

指標名 給食に対する満足度

単位 ％
年度 令和2年度

継続

来年度の方向性

より良い給食を提供していくために、給食の味や量などについて、子供たちがどのように感じているのか
意見を聞き、今後の献立作成や食育に反映することを目的に実施し満足度を図る。令和2年度に設定した
目標値であるが、児童・生徒へのアンケートは実施できず実績値がないため、令和3年度の目標値を75か
ら70へ変更。

目標値 70.00 70.00
実績値

令和4年度
目標値

指標名

単位

実績値

説明

74.60

説明

70.00
0.00

令和3年度 令和4年度

指標名 食育の推進

単位 回
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 22 22 22
実績値 0 4

なの花学校給食センターで開催する食育事業の回数。
（令和3年度は新型コロナウイルス感染症対策の観点から試食会等による食育は実施せず、センター見学
のみ実施。）説明

アレルギー対応食については、保護者等からの要望もあり、令和元年度2学期より対象者を拡大し、代替
食の提供を実施している。
対象人数は年々増加傾向にあるため、調理場の対応状況も検討しながら、継続していく必要がある。

年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

活動

指標

２

成果

指標

３

中長期的方向性

継続

理由



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

26.00

5.09

1.00

24.90

5.38

0.00

25.00

重点プロジェクト

2,641 4,501 2,701

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員（産休代替等除く）の人件費も含まれています。

302,587 514,869 314,918

地方債 0 4,600 0

基金 0 619 10,424

8,542

10,164 0 0

県支出金 0 0 0

その他 852 0 140

41,809

0

使用料・手数料 0 546 600

分担金・負担金 179,843 0 218,062

5,256 8,000 7,327

支出合計 493,446 520,634 544,144

0 0 0

0 0 0

16,156

桑子　恵美

0

5.77

0.00

令和3年度の
主な取組

①令和3年度は新型コロナウイルス感染症対策として、2学期開始時に5日間学校臨時休業となった。また
分散登校や学級閉鎖などもあり、学校給食もそれに対応した配食を実施した。
②新型コロナウイルス感染症対策として、施設見学等の受け入を見合わせていたが、10月中旬より感染予
防対策を講じたガイドラインに則り施設見学を再開した。

【支出】

215,903 217,923 206,648

令和2年度 実績 令和3年度 実績 令和4年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

学校給食法に基づき、児童・生徒及び学校関係者に対し、安全・安心かつ栄養バランスを考慮した良質な
学校給食を提供する。

事務事業の
経緯

昭和39年、大井小学校敷地内に調理場を設置し給食を開始した。昭和45年に第1センターを、昭和50年に
は第2センターを新設した。平成8年度に2センターを統合。後、老朽化等のため、平成17年9月に新セン
ターを現在地に建設し給食を提供している。平成28年4月から、あおぞら学校給食センターに名称変更し
市直営の給食センターとして現在に至る。

人
件
費

10,371 10,709 11,334

0

事務事業の
概要

ドライ方式の調理施設において、児童・生徒及び学校関係者に対し、安全で良質な給食を提供する。ま
た、給食を通して、児童・生徒の心身の健全な発達や、食に関する正しい理解と適切な判断力を養う。

令和3年度事務事業評価シート

事務事業名 あおぞら学校給食センター管理運営事業
前年度の方向性

拡充

施策
体系

分野 09　教育 ～地域の絆で育む学びのまち～
施策 37　小中学校　－確かな学力と自立する力を育成します－

事務事業期間 昭和39年～ 評価日 令和4年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

学校給食法、学校給食衛生管理基準、ふじみ野市学校給食センター設置条例　ほか

予算費目 一般会計　10教育費　05保健体育費　02学校給食費
所管部課 教育部　学校給食課 評価責任者

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

10,789

201,425 197,906 206,648

014,95714,478

05,0600

人件費計

0 5,218 10,424

225,092 248,880 255,813

35,147 36,319事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源
市民１人あたりの負担コスト(単位：円)



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

事務事業の
実施内容・効果

①本市の学校給食は、現代の子どもたちの体が必要としている栄養がきちんと含まれた、計算された食事
である。本市の給食は手づくりのルーや天然の出汁、国産食材にこだわり、また地場産物を活用し、安全
な給食である。併せて、給食を生きた教材として活用し子どもたちが将来にわたり健康な生活を送れるよ
う栄養教諭、センター調理員が小学校を訪問するなど食育活動を展開してきた。
毎年「学校給食実施計画」に基づき給食の提供を実施しているが、令和3年度においても、新型コロナウ
イルス感染症対策として、2学期開始時に3日間学校臨時休業及分散登校の実施もあり、学校給食の提供回
数が減ることとなった。また令和4年1月下旬より学級閉鎖もあり提供食数も減ることとなった。
小学校185回、提供食数484,261食、中学校182回、提供食数268,077食、合計752,338食の提供となった。

②通常であれば、あおぞら学校給食センターに配置されている2人の県栄養教諭が小学校を訪問し食育の
授業を実施したり、センターの調理員が小学校を訪問して児童との交流を図り、食への理解を深めてきた
が、本年度は新型コロナウイルス感染症対策として実施を見合わせた。
一方で、献立内容やその意味を学習する放送資料等の配付による食育推進の取り組みは継続した。

指標名 ＰＴＡ試食会アンケートでの「おいしい」回答率

単位 ％
年度 令和2年度

継続

来年度の方向性

全小中学校を対象に求めに応じてＰＴＡ試食会を開催し、保護者の給食に対する理解を深めるとともに、
実施したアンケート回答の「おいしい」を80％以上の目標とする。（令和3年度は新型コロナウイルス感
染症対策の観点から試食会等による食育は実施せず。）

目標値 80 80
実績値

令和4年度
目標値

指標名

単位

実績値

説明

0

説明

80
0

令和3年度 令和4年度

指標名 栄養教諭や学校給食センターによる食育活動の展開

単位 回
年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値 29 29 29
実績値 0 4

栄養教諭が小・中学校を訪問し、食の大切さを学ぶ授業を実施する。また、給食センター職員(調理員)が
小学校低学年クラスに調理器具などを持って訪問し給食を食べながら児童と交流する。（令和3年度は、
新型コロナウイルス感染症対策のため試食会等による食育は実施せず、センター見学のみ実施。）説明

給食の提供を安定的に維持し、併せて食育活動については学校との連携を図るなど充実させ、結果として
「食べ残しの減量」「適正な栄養の摂取」「児童生徒の心身の健康」を実現する。

年度 令和2年度 令和3年度

指標

１

活動

指標

２

成果

指標

３

中長期的方向性

継続

理由


